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は　　じ　め　〃こ

　１９７３年・７９年の二度にわたるオイ ノレショックとそれに続く不況を契機に資本

主義世界の危機がさげはれてきた。例えは，一ノ瀬秀文氏は７６年には「全般的
　　　　　　　　　　　　　　 １）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２）

危機の新たな段階・新たな局面」・また８１年には「第三の歴史的危機」たるこ

とはで現状を把握されている。このｒ第三の歴史的危機」は第一次大戦時，第

二次大戦時に匹敵するものとしていわれるのだが，これが両大戦時に並ぶよう

た世界的大激動期といえるかどうかについては今後の事態の進展にまたねぱな

らなし ・。

　ところで・このように使われる危機概念ではあるが，その中には２つのニュ

アソスが含まれており ，それが明確に区別され次いまま潭然として使われてい

るところにわかりにくさがあるものと思う 。この２つの ニュ ァンスの第一は ，

杜会構成体としての資本主義の体制的危機である 。この場合のモテノレは一国資

本主義であり ，その危機とは杜会主義への移行の可能性であり ，その端的な例

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
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が革命的危機である。次に第二のニュ アソスは世界資本主義体制の危機といわ

れるものである。これはスターリソが世界資本主義の全般的危機として例の四

大矛盾をもっ て説明したのが典型的な例であるが，この四大矛盾の激化はスト

レ＿トに第一の ニュ ァソスの体制的危機を意味するものではない
・それは通常 ・

第一系列の矛盾として説かれていた資本家と労働者との階級間矛盾を別とすれ

ば， 杜会主義への移行を直接説明する要素を持たないのである・例えば・帝国

主義と植民地 ・従属国問の矛盾にしても，それが直接語るものは民族独立の達

成であ って，その独立がどのような杜会構成体をもっ た国家になるかについて

は別の論理を必要としている。第一系列の矛盾以外の三つの矛盾から説明可能

なことは国家および民族間の関係の変化だげなのである。先に述べた一ノ瀬氏

のｒ第三の歴史的危機」の説明も内容的にはこの第二のニュ アソスによる使い

方であるのだが，一見この両方のニュ ァソスは混同されやすく ・また第二のニ

ュァソスの中に第一のニュ ァソスの占める割合が低いということになると ・な

んのための危機概念かということに汰りかねない点をかかえているといえよう ・

　筆者はこの二つのニュ アソスの危機把握の統一が必要と考えている・まず ・

第二のニュ アソス ・世界資本主義体制の危機は第一の ニュ アソス ・杜会構成体

としての資本主義の体制的危機を含むことが必要である。つまりそれなくして

は資本主義の死滅はありえない。また逆に，第一の ニュ アソス ・杜会構成体と

しての資本主義の体制的危機は，第二のニュ アソス ・世界資本主義体制の危機

の構成部分としてのみ意味をもつ。とりわけ第二次大戦後の世界情勢の特徴の

一つは「恐怖の団結」と呼ぱれるフノレショ ァシーの国際的連帯であり ・単なる

一国のみの危機はブルシヨ アシーの国際的包囲のもとでもみ消される可能性が

大きいからである。この両 ニュ ァソスの統一的把握の必要性については・つき

つめていえぱ四大矛盾の激化がそれぞれの国でどのようにして革命的危機に発

展するのかというそのプ 厚セスの解明にあるといえよう ・

　この点についていえば，例のスターリソの世界資本主義の全般的危機の激化

の説明ではそれはど綴密なものになっていない。というよりまさに「戦争が革

　　　　　　　３）
命をときはたす。」で十分であったとみるべきである。まさに時代の産物であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
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る。 大規模な戦争は，国民生活の破壊 ・貧困化という点でも ，ブノレジ ョアジー

の支配力の低下という点でも，さらに国家の統治能力の弱まりという点でも諸

々の経済的 ・政治的諸矛盾からはぬきんでたものである。したがってかつての

全般的危機の説明の有効性は帝国主義戦争の必然性がその主柱をなしていたと

みるべきである 。

　それでは世界資本主義の全般的危機なる概念は現在との点で補強されなけれ

ぼならないのだろうか。スターリソは全般的危機を上部構造をも，下部構造を
　　　　　　　　４）
も含む危機である ，と説明している。そしてこの両者の関係はといえば，市場

問題激化から帝国主義戦争の必然性を説くというものであ った。しかしこの説

明は第二次大戦後の歴史が否定したところである 。下部構造の矛盾がいかにし

て上部構造の矛固こ転化するのか，この問題について筆者は，一国をモデルと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
した場合のプ ロセスについては以前に述べた考え方を変えていない。そして危

機分析は一国 レベルのところまで立ち入るべきだと考えている 。

　しかし世界資本主義の危機とい っても，すへての国が同時に危機的状況に陥

るというものではない。危機は国別に不均等に進行する。そして資本主義の死

滅・ 杜会主義への移行は一国を単位として進行する。このように考えた場合 ，

この危機進行の国別不均等か検出されなけれはならない。　般的な資本主義世

界の矛盾の激化の分析だけでは解けないのである。筆者はこの危機進行の不均

等の検出のためには，不均等発展論の再構築が必要であると考えている。少な

くともレーニソ，スターリソ流の帝国主義国間の不均等発展論ては現在の危機

分析はできないのである。筆者は現在の世界資本主義の危機の分析には次のよ

うな作業が必要と考えている 。

　¢　資本主義世界全体の相対的安定と激動期との交替の分析

　◎　特定の国に危機が集中する資本主義の不均等な発展の分析

　　　弱い環にあたる国々での一国 レベノレでの危機の分析

　　　相対的に安定した国々によるその救済の可能性と限界

　ところで，このような筆者の危機把握についての視点からすれは，今までの

研究はどのような問題を残しているのであろうか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
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　この小論は，井上晴丸 ・宇佐美誠次郎『危機におげる日本資本主義の構造』

（岩波書店１９５１年），杉本昭七『現代帝国主義の理論』（青木書店１９６８年），古川哲

『危機におげる資本主義の構造と産業循環』（有斐閣１９７０年），北原勇『独占資本

主義の理論』（有斐閣１９７７年）の４つの文献を選ぴ，それらの文献で危機把握が

どのような問題設定のもとに，どのような方法，内容で行なわれようとしてい

たかを検討することによっ て， 今後に残された問題点を整理しようとしたもの

である。もとより危機を扱った文献は数多く ，ここに扱ったものはほんの一部

にすぎない。しかしこれらの文献は我国の独占資本主義や国家独占資本主義を

扱った文献の代表的なものであり ，この検討を通じて検出できる問題は今だに

意味をもつものと考えている 。

　個々の文献の検討に入るまえに，それぞれの文献のモデル的特徴および危機

把握のアプ 回一チのしかたの特徴について簡単にふれておきたい。まず第　に

危機把握のモデルから述べよう。その一つは一国資本主義モデルであり ，上の

文献のうち北原氏の著作がそれに当る。もう一つは世界資本主義モテルであり ，

杉本，古川両氏の著作がそれに当る。また井上 ・宇佐美氏の著作はこの中問と

でもいうべき一国資本主義プラス植民地のモテノレであるが，基本的には一国資

本主義モテノレの内に属するものと考えられる 。

　危機把握のアプ ローチの方法については，それを資本主義の基本的矛盾の２

つの発現形態としての階級間矛盾の分析（典型例は貧困化論）と生産の無政府性

の分析（典型例は恐慌論）という２つの方法に分げた場合，井上 ・宇佐美・杉本

氏の場合は則者に，古川，北原氏の場合は後者に分類できるであろう 。

　モデ ノレ とアプ ローチの方法についての整理をすれぱ次のようになる 。

　　アフローチの
　　　　　　方法　　　　階級間矛盾の分析　　　　　　生産の無政府性の分析
　モデ ノレ

一国資本主義

世界資本主義

井上晴丸 ・宇佐美誠次郎

杉　本　昭　七

北　原　　　勇

古　川　　　哲

　実はこのようなタイプわげをするのは，このタイプのちがいにより危機の意

味するところが実にさまざまにちがってくるからである。そしてこの点こそが

　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
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危機論議のわかりにくさの最大の原因であると考えるからでもある。さっ そく

各文献の検討に移りたい 。

　　１）一ノ瀬秀文ｒ資本主義の全般的危機の現局面（上）」ｒ前衛』第３９０号，１９７６年

　　　１月 ，１７８べ一ジ 。

　　２）一ノ 瀬秀文ｒ全般的危機の現段階と資本主義の運命（上）」ｒ経済』第２０１号
，

　　　１９８１年１月，４べ一ジ 。

　　 ３）　スターリソ全集刊行会訳『（復刻版）スターリソ全集』第１３巻，犬月書店 ，

　　　ユ９８０年，３２０べ一ジ
。

　　 ４）　スターリソｒ同志アレクサソド ノレ ・イリッ チ・ ノートキソヘの答」『スターリ

　　　 ソ戦後著作集』大月書店，１９５４年，２７２ぺ一ジ 。

　　 ５）　田中宏道ｒ全般的危機論の検討」ｒ立命館経済学』第３０巻１号，１９８１年４月
，

　　　３～１４ぺ一ジ参照 。

１　古川哲ｒ危機における資本主義の構造と

産業循環』におげる危機把握について

　〔１〕古川氏の分析モデルおよびアプロ　チの方法上の特徴

　古川氏は「まえがき」で「私は『帝国主義論』を出発点として，　　資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
義の全般的危機論の展開を試みたつもりである。」と述べておられる。そして

これは「体制解体 ・危機循環」なるヵテゴリーで具体化されるのである 。そこ

で・ ここではｒ体制解体 ・危機循環」とそれを支える不均等発展論にまとをし

ぽっ て検討を進めよう 。

　危機把握のモテルとしては世界資本主義モテノレであることは先に述べた。し

かし同じ世界資本主義モテ ノレでも，先の「まえがき」からの引用にうかがえる

ように『帝国主義論』の中で展開された帝国主義列強問の不均等発展の法則を

用いて「体制解体 ・危機循環」は説明される。したがって「全般的危機論の展

開」といってもそこで扱われるのは四大矛盾の総体の推移 ・展開ではなく ，そ

の中の一つである帝国主義国問の矛盾に限られている点に注意すべきである
。

したがって世界資本主義 モテルといってもここには植民地 ・従属国あるいは

「発展途上国」は含まれていない。この点は古川氏にすれは一応捨象して主要

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
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なテーマの外に意識して置かれたと思われるし，またこういった国々の動帥こ

　　　　　　　　　　　　　　２）
も十分な注意がはらわれている。しかし，帝国主義と植民地 ・従属国との矛盾

は杜会主義世界が後進諸国でプ ロレタリアートの指導性を強めるような外的影

響を与えるかぎりにおいて前面に現れるのであ って，それ自体が現代資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の最大の矛盾とはならない，というふうに理解されており ，この矛盾はげして

ｒ体制解体 ・危機循環」概念の主要な構成要素とはならたいのである 。

　ついでにつげ加えれぼ，四大矛盾の内の資本家と労働者との階級問矛盾の把

握については，ケイソズ主義的たイソフレーショソ政策の限界と破綻を軸にな
　　　４）

される。この点について筆者は，イソフレーショソが階級問矛盾を激化させる

重要な契機である点については首 目しうるが，階級間矛盾の把握については本

来的には剰余価値生産の生産過程の分析，つまり貧困化論的アプ ローチによる

把握が軸におかれるへきだと考える。話が危機把握のアプ 日一チの方法に移り

かげてきた。この点についてはどうであろうか 。

　古川氏の「体制解体 ・危機循環」概念は生産の無政府性の分析 ・恐慌論的ア

プローチにより導き出される。資本主義の自由競争段階では競争原理が恐慌の

均衡化作用により諾矛盾を解決したが，独占段階では競争原理は十分に作用せ

ず， 独占原理によりゆがめられ，恐慌の矛盾解決機能は制限をうげ，諸矛盾は

累積され，それゆえに独占段階では「資本主義の不均等発展の法則」が「決定的
　　　　　　　　　　　　　　　５）
法則」として意味を持つとされるのであるが，ここでは恐慌理論の「独占段階

版」とでもいうべき不均等発展論が危機説明の柱をなしている。先に述べた通

り， そこには資本主義の基本的矛盾の現象彩態の一つとしての階級間矛盾の分
　　　　　　　６）
析は含まれない 。

　〔２〕　「体制解体 ・危機循環」と不均等発展の法則について

　古川氏が扱っておられる間題の性格，範囲については以上でおわかりいただ

げたと思うので，次に「体制解体 ・危機循環」概念そのものの検討に移ろう 。

この概念は「不均等発展の法則がはほ一定の期問をおいて戦争によっ て解決し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
なげれぱならないような矛盾を累積させる機構を自らもっ ているかどうか 。」

　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
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という設問に対する肯定的回答として設定されたものである。したがってこの

循環の出発点は帝国主義世界戦争の終了時であるが，戦争によるｒ均衡状態」

は一方の戦勝国の側での資本過剰傾向と，他方の敗戦国の側での生産と消費の

矛盾の解消およひ軍事加こ依存しえないがゆえの経済的競争への傾斜傾向を特

徴として，この出発点から敗戦国の回復 ・発展を軸とした激しい不均等発展が

進行することが述べられる。そしてこの不均等発展は「体制解体 ・危機循環」

の戦後局面 ・発展局面から世界市場競争激化段階（ｒ自由化」論理の優勢段階）を

へて戦争準備期へと進み，ここでは世界資本主義全体の過剰生産圧力と停滞的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
性格を基礎としながら不均等発展と戦争への道が現れると説明されている

。

　この説明は二度の世界大戦後の歴史の進展に照し合せた場合きわめて魅力に

富むものがある。但し敗戦国側の急速な発展の条件は市場問題だげではなく ，

なによりも低賃金をべ一スにした高利潤率の問題が，さらには技術革新とｒ合

理化」の問題がとり上げられるへきであろう 。でないと「戦争準傭期」におげ

る不均等発展は説明がつかないことになる。そして「体制解体 ・危機循環」概

念の説得力はこの「戦争準傭期」の説得力にかかっているとい っても過言では

ない。この点の検討のため，古川氏の不均等発展の法則の説明をもう少しくわ

しくみてみよう 。

　古川氏は独占資本主義の不均等発展について３つの命題を設定される
。

　第一は，「独占資本主義における同一産業部門内での「発展』と『停滞』との

時期的配分と交替の法則」である 。

　この法則を説明する際のモテノレは当然一国資本主義モテノレで外国貿易や産業

循環は捨象されている。そして自由競争の資本主義と比較した場合の独占資本

主義の特徴として把握した法則であり ，その説明は以下のようになされる 。

　まず，自由競争の資本主義では，同一産業部門を企業郡Ａ ・Ｂ ・Ｃ，Ｐ ・Ｑ

・Ｒ，Ｘ ・Ｙ ・Ｚの３つに分げた場合，この３つの企業郡は特別剰余価値をめ

ぐる競争ゆえに，特別剰余価値入手期，資本更新 ・新投下期，剰余価値の投下

最低量への蓄積期を順くりに経過しながら，一部門全体としてはほぼ均等に発

展する。これに対し独占資本主義の時代には，同一部門内にはＡ ・Ｂ ・Ｃ ・Ｄ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７）
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の独占企業とＥ ・Ｆ ・Ｇ等の非独占中小企業が存在するが，この内非独占中小

企業は独占企業がくり広げる投資競争に対等に参加する能力はたく ，結局投資

競争はＡ ・Ｂ ・Ｃ ・Ｄの独占企業間での競争によっ て特徴つげられることにな

り， そしてこの独占企業問の投資競争は独占の高い利潤率と資本の杜会的動員

能力により一挙集中的に行なわれ，その後には大幅な生産能力の過剰が残り ，

ここに独占の時代の特徴としての「発展」と「停滞」との時期的交替がみられ
　　　　　　　　　９）
るとされるのである 。

　この説明で第一に間題になるのは，ｒ発展」とｒ停滞」の時期的交替といわ

れる場合の期間の長さである。これを先ほと捨象されていると述べた産業循環

の問題と重ね合せ，その期間を一循環（古典的には平均１０年）と考えるたら，自

由競争時代も独占時代も「発展」と「停滞」の時期的交替はみられる。そのう

えでの独占の時代の特徴ということになれぱ，恐慌から不況局面にかげて過剰

資本の破壊が徹底して行たわれず，過剰資本が温存されるということ，および ，

価格下落の恐れがないため合理化をめざす更新投資への圧カがはたらかないと

いうことからくる不況局面の長期化という命題であろう。しかしこの場合には

次の繁栄局面まで過剰資本が持ち越されるということは絶対化できない 。

　次に，この期間をもう少し長期（例えぱ，２～３の産業循環）というふうに考

えた場合，独占の時代に次の循環の繁栄局面の拡張をも満たすような投資競争

が前の循環に集中するということは考えられる。しかしそれが次の循環の繁栄

局面までどの程度持ち越されるかということにたれば，それはその国のその問

の「成長率」や消費市場の拡大のいかんにかかわってくる。そしてこの問いに

対する答は一産業部門だげのモデ ノレだげでは出しにくいものがある。つまり一

国全体の産業連関の中から出されるべき答なのである。このことは自由競争の

場合にもあてはまる。ある特定の産業部門が１０年を平均的周期とするどの循環

を比較してもほぼ均等的に発展するという理論的保障はどこにもない。ただあ

る産業部門が一国内の市場をほぽ埋めつくすまでに発展するのに要した産業循

環の数は独占の時代より多いかも知れない。その原因として考えられることは ，

第一には古川氏が指摘されている通り自由競争の段階の資本蓄積能力が独占資

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
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本の独占利潤の内部留保や杜会的資本の動員能力に比べれぱ弱かったという点

があるが，さらに重要な間題としては，当時の資本主義が一国内をとっ てみて
も， また国外をとっ てみても多分に非資本主義的領域をかかえており ，それを

資本主義的市場として育成したがら蓄積をとげていったという歴史的事実をみ

なげれ凄ならない。イギリスの綿工業にしろ鉄鋼業にしろそれらは輸出産業と

して成長をし，そしてドイツ，アメリカ資本の挑戦をうげた１８７０年代に大不況

を迎えた。自由競争の資本主義が１９世紀の前半から大不況期まで５つの循環を

順調に発展しえたのは，一国モデルの自由競争の資本主義が，過剰資本をすべ

て一国のクローズドシステムの中で恐慌の破壊作用により解決したからではな

い。 したが って，このようないくつかの産業循環を含む長期をとっ てみた場合，

自由競争時代に比べれぽたしかに独占の時代には特定の産業循環に特定産業の

発展が集中する傾向が強いかもしれないが，しかしそれは独占資本主義だげの

特徴でもないし，また独占資本主義においても一国全体の産業連関の動向の中

できわめて多様な可能性をもつものと考えるべきであろう 。ところで古川氏は

この一国全体の産業連関の動きをどのように考えられるのであろうか。次に進

もう
。

　第二の命題は「独占資本主義におげる異種産業部門相互問のｒ発展』と『停

滞』との並存（部門別配分）と交替の法則」である
。

　この法則の説明は第一の命題をべ一スになされる 。ある部門（例えぱＡ部門）

が急激な拡張期を過ぎた後，長期に渡る停滞期に入る。ここまでは第一の命題

による説明である。そしてここからこの第二命題ははじまるのであるが，この

Ａ部門の資本は独占化の遅れた部門に進出し，ここで一挙集中的に投資競争を

くり広げ，やがてはこの部門（Ｂ部門とする）も長期に渡る停滞期に入る。そし

てこのことがＣ ・Ｄ ・Ｅ…部門と次々にくり広げられ，この波及が全部門に一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ０）
巡した場合には，その一国全体が停滞期を迎えるというのである 。

　この最後の一国全体の停滞は次の命題にかかわる結論であり ，ここではふれ

ないでおこう 。この第二命題そのものについては正しいものとしてそのまま認

めることができる。ただし，この命題は多くの産業部門をある特定の時点で比

　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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較した場合，発展期にある部門と停滞期にある部門が併存しているということ

と， この発展期にある部門は次の時点では別の部門に移動しているという意味

においてである。したがって一国全体（つまり全部門の総体）としてみた場合は ，

急速に発展する都門が次々に登場するということであり ，発展は長期的にはむ

しろ均等化されることになる。この命題はげして全部門がそろ って同時的に急

速な発展をとげ，その後停滞化にむかうということを論証するものではないし ，

また逆にそれを否定するものでもない。筆者にはむしろこの点こそが重要な論

点であると思えるのだがいかがなものであろうか。また，先の第一命題のとこ

ろで指摘したある部門の急速な発展期の後の停滞について，この第二命題のよ

うに次々に発展する部門が現れると考えた場合，そのことが古い部門にどのよ

うな影響を与えるのか，やはり依然として停滞なのかといった点も検討される

べきであるが，古川氏の説明の中にはこのような産業連関の問題は入っていた

い。

　この命題についての古川氏の真、鼠は，筆者が述へたような急速に発展する部

門が次々に現れるということではなく ，ある部門の急速な発展の後に，引きつ

づき急速に発展を続げようと思えぱ他の部門でのみ可能なのであ って，それが

可能な他部門はむしろそれほど多く残っていたいということであろう 。この点

については独占資本主義の時代の技術革新と新部門形成をとうみるかという問

題であるが，独占の腐朽化傾向からこれらをことごとく停滞的とみるのは誤り

であると思われる。残念ながら古川氏はこの点についてはたち入った検討は加

えておられない 。

　第二の命題は「帝国主義諸国相互間におげるｒ発展』とｒ停滞』との国別配

分（並存）の法則」である 。

　この説明は，ある一国で急速な発展が全産業部門を一巡した後，その国の全

部門にわたって過剰資本が移成され，その過剰資本は国外へ資本輸出されると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
ともに，この国の発展は停滞化傾向へ移行する，というようにたされる 。

　またどのようた国が停滞で，どのような国が発展傾向を示すかについては ，

「体制解体 ・危機循環」の大戦後の出発点での各国の状況のちがい（戦勝国側で

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０）
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の資本過剰傾向と敗戦国側での旺盛な杜会的需要の存在）の説明に依存していると考

えられる。つまり戦勝国側は比較的ゆるやかに発展し，敗戦国の側が急速に発

展し・おいついた段階で今度は世界的規模での停滞に突入する（ｒ戦争準備期」）

というのであろう 。

　この命題についても第二命題同様，ｒ　ｒ発展』とｒ停滞」との国別配分」そ

のものに筆者は異議を唱えるつもりはない。ただし，それはいわゆる発展速度

の国別格差が存在するということについてである。問題はこの命題が次の諸点

についてはたにも答えていない点であろう 。例えぼ，停滞的とされる国々がど

の程度停滞的で，他方に急速に発展する国が存在する場合，停滞的な国々が急

速に発展する国々からとのような影響を受け，資本主義世界全体としてとのよ

うな発展傾向をとるのか，また資本輸出がその輸出先の経済発展にどのような

作用をし，そのことが資本輸出国や資本主義世界全体の発展にとのような影響

を及ぽすのかとい った点，さらにまた「戦争準備期」以後におげる国家問の不

均等発展の具体的様相等については，この命題てはあまりにも　般的すぎると

いえよう 。

　以上，不均等発展についての古川氏の説明を検討したが，この三つの命題は

不均等発展の存在そのものは説明するものの，それがとのように組み合さっ て，

資本主義世界全体がどのように発展するのかという点について，つまり「体制

解体 ・危機循環」の局面交替については必ずしも説得的ではないように思われ

る。

　もっとも，この３つの命題は「体制解体 ・危機循環」そのものを説明するた

めの位置づげは与えられていない。これらは独占資本主義段階の産業循環の彩

態変化（世界循環の分裂化煩向）の説明のために設定された命題なのである 。こ

の彬態変化は上記３命題に世界市場構造の基本的変化と具体的な地理的条件の

変化がつけ加えられたうえで説明される。まず，世界市場構造の基本的変化

については，世界市場の統一的性格から分裂的性格への変化，世界市場価格の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
硬直化，世界市場の多元的構成への変化の３点があげられ，また具体的な地理

的条件の変化については，世界の分割完了の結果として一方の帝国主義国の進

　　　　　　　　　　　　　　　　（１ユ）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
出は他方の帝国主義国の敗退を生む点が指摘される。そしてこういっ た諸々の

変化の総体として，各部門問，各国家問の好況は統一性が弱まり ，より不均等

にしかおこらたくなり ，循環は地域的に分裂化し，統一的世界市場恐慌が阻害
　　　　　　　　　　　　１４）
されると説明されるのである 。

　しかし「体制解体 ・危機循環」概念は不均等発展論と停滞論を２つの柱にし

ており ，しかもその停滞の説明は不均等発展論に依存しているとすれぱ，さら

にまた「体制解体 ・危機循環」概念の説明に際してはこの不均等発展の説明が

それほとくわしくなされていたいとすれ１ま，これほと重要な位置を占める不均

等発展についての古川氏の理解をたずねる場合，我々はこの部分の説明に依拠

せざるをえないのである 。

　ところでこの説明を第二次世界大戦後の現実の経過にあてはめた場合どうな

るのであろうか。古川氏は，戦後の資本主義世界はアメリカの過剰生産能力と

他方での杜会主義国の拡大による資本主義世界市場のせはまり ，資本主義崩壌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
の危険性等によりアメリカによる援助を不可欠とし，「その際には戦後の循環

をアメリカ型と西欧 ・目本型等との分裂移態面のみでとらえるのではなく ，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）
れらの内面をつらぬく矛盾深化の統一的論理を確認することも重要であろう 。」

とされ，ここでは独占段階の産業循環の特徴としての循環の分裂化は主要た側

面とはされない。そして戦後の飛躍的発展の一定期問継続の可能性について ，

個人的消費のための第二部門の回復主導による平時経済への回復期，損壊固定

設備の更新を軸とした大規模 ・持続的な局蓄積 ・高投資期をへて，新部門開発

・技術革新的投資の集中による飛躍的拡大再生産の展開期に進むが，この過程

の後には，重苦しい持続的な過剰生産圧力と投資衰退 ・発展停滞化傾向に入る
　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
のは法則的である，とされるのである。そしてこの急速な発展は個別に不均等

に進行することもつげ加えられている 。

　この第二次大戦後の事態の説明で重要な点は，不均等発展の国別配分は認め

ながらも，むしろ急速な発展が資本主義各国で同時進行的に展開したことにつ

いての説明であろう 。それは産業循環の分裂化傾向や急速な発展（好況）の各

国別の不統一などはなく ，まさにその逆のことなのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２）
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　筆者は古川氏の不均等発展についての３つの命題は，世界的な急速た発展と

その停滞への急転換という ，いわゆるｒ体制解体 ・危機循環」概念が依って立

つ基本的なメカニスムについては十分に理論化していないように思われる
。

「体制解体 ・危機循環」概念がそれなりに説得力を持ち得るとすれぼ，第一に必

要なのは，国によっ て多少のアソバラソスを含みながらも世界的規模での同時

的好況の出現とその結末としての統一的な世界恐慌への突入，そのもとでの長

期的 ・慢性的な過剰生産の出現の論証であろう 。古川氏はこの点については読

者に具体的歴史的事実を想起させることによっ ては成功をおさめておられるが ，

理論的モデルの解明としてはそれほど説得的とは思えない。そしてこの点が解

明されないと停滞期あるいは「戦争準備期」以後の事態の展望がつかめないの

である。１９３０年代大不況は第二次世界大戦へと進んでいった。それはもうあら

ゆる意味で資本主義世界の破滅であ った。現在では７０年代以降長期的な停滞期

とみられるのに，それは即破減を意味しない 。

　〔３〕古川氏の不均等発展の把握における間題点

　筆者は古川氏の不均等発展法則の把握のしかたにいくつかの問題点を感じる
。

その点の検討にうつる前に，古川氏の「体制解体 ・危機循環」概念を現実の動

きに適用した場合，危機論としてどのような問題が解げないまま残るのかにつ

いて整理しておきたい 。

　第一は・「戦争準備期」以後，資本主義世界経済全体がとのような発展経路

をたどるのかという問題である。停滞期はいつまでも続くのか，その中で不均

等発展はどのように進行するのか，また産業循環の形態，とりわげ次の恐慌局

面の形態はどのようなものとして展望できるのか等である
。

　第二は，個々の国の危機や安定についての分析である。そしてこの点，つま

り杜会構成体としての資本主義の体制的危機が論証されないかぎり ，世界資本

主義体制の危機といってもしょせん精彩を欠いたままとどまるであろう
。

　第三は・上記第二点の具体例として，いわゆる発展途上国の動向はまっ たく

視野に入らないまま残されるであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３）
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　第四は，世界的な階級配置，とりわげ変革主体の形成，その国別配置等の問

題である。これらの問題は古川氏の不均等発展法則の把握のしかたのどのよう

な問題点に由来するのであろうか。次にその点の検討に移りたい 。

　第　に，不均等発展論を帝国主義諸国問の産業循環の分裂化 ・非同時性と結

びつげて把握したことである。その結果導き出せる結論は急速に発展する国家

クノレープと停滞的な国家クノレープの存在と両クノレープ問での産業循環の分裂 ，

非同時性の論証である。たしかに循環の非同時性は第二次大戦後の産業循環分

析でも一つの問題点として議論されてきた。また第二次世界大戦後にとどまら

ず， ２０世紀の産業循環は１９世紀中葉の ロソトソを金融上の世界的結節点とした

産業循環にくらべれは，古川氏のいわれる多元化の影響で若干の非同時性を示

す。 とりわけ６０年代の目本や西欧諸国の中間的な景気後退はアメリカにはみら

れないものである。しかしそれにもまして重要たのは６０年代を通じて各国に共

通にみられる好況の同時性であろう 。これこそが後の７０年代の世界的な慢性的

過剰生産傾向を準備したものであ った。２０世紀におげる産業循環分析の主要テ

ーマは，そういった分裂化 ・非同時性の傾向を含みながらも，独占資本間の世

界市場をめぐる競争が全体としては統一的な世界循環を形成せざるをえないそ

のメカニ ズムではないだろうか 。

　古川氏がこのように産業循環の分裂 ・非同時性を強調されるのは帝国主義列

強問の対立 ・分断化，つまり「体制解体 ・危機循環」の「戦争準備期」の主張

と結びついている。つまり急速た発展をともなう産業循環をもっ た国々と，比

較的ゆっくりした発展の産業循環をもった国々との産業循環の形の分裂，ここ

から導き出せる国家間の不均等発展とその結果としての両者間での利害の対立

・分裂化という主張である。次にこの点を検討しよう 。

　古川氏の不均等発展の把握のしかたの第二の間題点は，それを国家間の不均

等発展として把握し，しかもそれを帝国主義諸国間の対立 ・分断化に直結した

点である 。

　たしかに，第二次大戦後にあてはめてみても，アメリカに対しとりわげ西ド

イソ，目本が急速な発展をとげてＩ　ＭＦ体制をゆさぶったのは事実である・そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）
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してこのことがアメリカの世界的な軍事支配にまで一定の制約を生みだしたの

も事実である。また，この古川氏の著書が出版されたのは１９７０年であり ，それ

は例のニクソソ ・ショックの前年という点を考えれぼ，この書がＩ　ＭＦ体制の

ゆきつく先に対して与えた展望は実に大きな功績といえよう 。筆者がこの著書

を最初に読んだのは１９７０年だと記憶しているが，その時も実に新鮮な感銘を受

げたものである 。

　第二次大戦の「体制解体 ・危機循環」の「戦争準備期」（７０年代以降）におい

て， この国家間の不均等発展が帝国主義諸国間の敵対的対立にまでたちいた
っ

ていないのは周知の通りである。この点では古川氏もいささか歯切れが悪い
。

例えはｒ　今目では，この局面上で，資本主義はより矛盾と痛苦とにみちた

解決の道を，すなわち，ふたたび径済的論理の範囲内でか，あるいは少なくと

も公然たる戦争彩態とはならぬ形態での解決へとふたたび回帰を余儀たくされ

る。 冷戦体制と恒常化された彪大な軍事支出，そのもとでの限定戦争，そして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ８）
イソフレーショソの論理がこのようなものとして登場する 。」という説明にみ

られるように，今目では帝国主義諸国問の決定的な敵対的対立の方向には向い

えないことが述へられている。そしてこのことは世界資本主義体制の危機を把

握しようとする場合には決定的に重要な問題なのである。つまり「戦争準備

期」以後どのように事態が進展するのか，帝国主義戦争のような大破局か，そ

れとも別の道か，そして別の道の場合，どういう意味で「体制解体」なのか ，

なにが「解体」されなにが残るのか，その過程でとのように資本主義杜会の死

滅が進行するのか，こういった点の解明こそが問題なのである 。

　第二次大戦後の国家問の不均等発展の結果，帝国主義諸国間に戦争の方向に

歩むようた敵対的対立が現れないのには２つの理由があると筆者は考える
。

　第一は，全般的危機の第二段階のもとでの杜会主義諸勢力に対しての資本家

階級の力の相対的な弱まりと，その結果としての「恐怖の団結」である 。

　第二は，杉本昭七氏が指摘されるように，国家 レベノレでみた不均等発展と個

別資本 レベルでみた不均等発展との問にズレがあり ，個別資本 レベルでみた場

合にはアメリカの金融資本が依然として圧到的た支配力を保持しているという

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ５）
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　　　　１９）
問題である 。

　筆者は資本主義杜会の体制的危機を考える場合，国家問の不均等発展の問題

は第一に把握されるべき重要た事項であるが，しかしそれを帝国主義諸国家問

の対立 ・分断化に直結してとらえるだげでは危機把握はできたいと考えている 。

　古川氏の不均等発展の把握のしかたの第三の問題点は，国家間の不均等発展

において相対的に弱化する国としてアメリカをおき，その弱まり ，すなわちＩ

ＭＦ体制の崩壌から第二次大戦後の相対的安定の終り＝「戦争準備期」を説く

やり方である。筆者も７０年代以降相対的安定期は終ったと考えている。そして

Ｉ１Ｖ［Ｆ体制のゆきづまりを説明するうえでは古川氏の説明はむしろ積極的な意

味をもっ たとも考えている。しかしそのうえで，以後の世界資本主義体制の危

機の進行ということになると，アメリカの地位の相対的低下の検出だげでは不

十分であり ，むしろ相対的に弱い環にあたる国々の検出こそが危機論の主要な

テーマではたいかと考える。そしてこの点は国家問の不均等発展の法則を適用

する際の理論モテルにもかかわる問題である。古川氏のモテルは帝国主義諸国

にかぎられていた。しかし現実の政治的変革は支配階級の力が相対的に弱いお

くれた資本主義諾国や従属国が主要な舞台となっている 。

　筆者は植民地諸国の独立がほぽ終る１９６０年頃を出発点として，資本主義世界

に属する国々（その中には旧植民地諸国も含まれる）がどのような発展の経路をた

どっ てきたのか，そのうえでそれぞれの国に変革主体と杜会的諾矛盾がどのよ

うに累積されてきたのかが検出できるような不均等発展論の必要性を，つまり

政治的な意味での不均等発展をも展望しうるようた不均等発展の分析の必要性

を感じている。例えぱ最近のＮ　Ｉ　Ｃ　Ｓのように急速に発展したがゆえに政治的

・経済的諸矛盾が累積している国がある。しかし　般的には停滞的に推移した

国々に弱い環をみることができるであろう 。この点のくわしい展開は後の稿に

ゆずりたい 。

　第四の問題点は，国家問の不均等発展の説明が市場論的 ・恐慌論的アプ ロー

チからなされている点であろう。この点については先に「体制解体 ・危機循

環」のところで少しふれたが，生産過程における剰余価値生産の分析がなされ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６）
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たいことによっ て危機論のもう一方の重要な柱である階級問の力関係の分析
，

変革主体の形成の分析を欠いたままの「体制解体」論にならざるをえないので

はないだろうか 。

　筆者がここで指摘した問題点は古川氏の問題設定からすれば多分にその枠外

にある問題であろう 。したがってこれらの点は古川氏への批判というよりはむ

しろ筆老自身の課題であると考えており ，そういった問題を解きうるような不

均等発展論を指向するものである。　　　　　　　　　　　　　　 〔つつく〕

　　 １）古川哲ｒ危機におげる資本主義の構造と産業循環』，有斐閣，１９７０年，ｖべ
　　　 一ジ 。

　　２）同上　第五章　戦後資本主義の歴史的性格についての一考察　の内２ ，３ ，５
，

　　　６を参照 。

　　３）同上第五章６ ，２５５べ一ジ参照 。

　　４）同上第四早６ ，２２４ ・２２５べ一ジ，第五章４ ，２４４～２５０ぺ一ソ
。

　　５）同上第一章３ ，１９ ・２０べ一ジ 。

　　６）古川氏はｒ独占段階をまさに独占段階たらしめる主要矛盾は，げっして普遍矛
　　　盾たる基本矛盾ではなく ，競争と独占の問の矛盾であり ，まさにこの矛盾こそ
　　　が・段階としての本質観定をなす　」（同上１３べ一ジ）とされるが，庸克己氏が
　　　いい出されたこの「競争と独占の問の矛盾」たる概念自体が階級問矛盾の把握と

　　　いう観点は弱いという面をもっ ている 。

　　７）古川哲ｒ危機におげる資本主義の構造と産業循環』有斐閣，１９７０年，第一章
　　　５ ，２４ぺ一ジ ０

　　８）同上　第一章５ ，２８～３２べ一ジ 。

９）同上第一章Ｉの２ ，４１～４７べ一ソ 。

１０）同上第一章Ｉの２ ，４８～５０へ一ソ。

１１）同上第一章Ｉの２ ，５０～５１へ一：／。

１２）同上第二章Ｉの３ ，５６べ一ジ
。

１３）同上　第二章Ｉの３ ，７０ぺ一ジ 。

１４）同上第一章Ｉの４ ，７２へ一ソ。

１５）同上第一章Ｉの４ ，７８～７９へ一ソ。

１６）同上第一章Ｉの４ ，７９ぺ一ソ。

１７）同上第一章皿の１ ，８６～８７ぺ一ソ 。
１８）同上　第一章５ ，３２ぺ一ジ 。

１９）鎌倉孝夫，清水嘉治，杉本昭七ｒ〔シソポジウム〕資本主義体制の再生は可能

　か」・『ニコノミスト』第５８巻第３３号，１９８０年８月１２ ・１９日合併号，２３～２４ぺ一ジ

　参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７）




